
 

平成３１年（令和元年）度事業計画 

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日） 

 

 

１．基本姿勢 

 

我が国航空機産業全体の国内生産額は、過去５年間で１兆１千億円から１兆８千億円に

増加し、２０３０年には３兆円を超えることが期待されている。これまでの機体製造やエ

ンジン加工の成長に加え、完成機事業の成功、装備品事業の伸長などが花開き、輝かしい

展望が開けている。とりわけ YS-11 以来約５０年ぶりの国産旅客機、三菱リージョナルジ

ェット（ＭＲＪ）は、２０２０年半ばの初号機納入を目指し、現在、ＴＣ取得（型式証明）

に向け国土交通省の飛行試験が実施されている。 

こうした中、中部地域の航空機産業は、航空機・部品では全国シェア５割を超え、機体

部品に限れば約８割(2016 年統計)を占める我が国最大の集積地となっており、中部５県

からなる国際戦略総合特区である「アジア NO.1 航空宇宙産業クラスター形成特区」とし

て集積のメリットを生かし、「世界に冠たる航空宇宙産業の拠点」として、さらなる飛躍

を目指している。 

しかしながら、ＬＣＣの増加を背景として航空機の需要が広胴機（中・大型機）から狭

胴機（小型機）に変わりつつある中、当地域の航空機生産額は、２０１５年をピークに減

速が見られ、ウェートの大きい３重工の機体部品がボーイング７７７X への切り替えによ

る生産レートの減少や国産初のジェット旅客機ＭＲＪの度重なる開発の遅れなどから、好

調なエンジン部品に反して機体部品は停滞傾向となっている。 

中部地域の航空機産業を一層発展させるためには、完成機、エンジン、装備品等様々な

分野で大手重工各社にとどまらず、多様な企業による国内外からの受注獲得が必要であり、

国際競争力を高め、世界的なサプライヤー企業群を輩出してゆくことが重要となっている。

そのためには、中核企業を中心とする一貫生産体制構築（サプライチェーンの強化）や国

際認証取得さらには人材力の強化など様々な取組みが必要であり、地域の産学官金が連携

し関係機関が枠を越えて諸課題に取り組んでいくことが重要であり、特に大学間、試験研

究機関の相互協力の活発化が必要となっている。 

宇宙分野につきましては、Ｈ－ⅡA/B の後継機として２０２０年度に試作１号機が打上

げ予定のＨ３ロケットや各種機器の自動運転に欠かせない「衛星測位サービス」をはじめ

民生用の衛星データビジネスに多様なプレイヤーの参入が予想されるなど著しい成長が

見込まれる分野として注目されており、ロケット開発を含め宇宙機器産業の発展に向け積

極的な情報収集・提供等の取組みが必要となっている。 

 

２．具体的活動 

本年度、次の４項目を重点的に取り組むとともに、各種事業活動を実施する。 

 

（１）サプライチェーンの強化 

・中核企業を中心とした一貫生産体制構築をより強固なものとするため、個社が抱える

課題解決に向け「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律（地域未来投資促進法）」による連携支援計画に基づき、産学官金の１５支援機関

によりシームレスな支援を行うとともに、一般社団法人日本航空宇宙工業会（ＳＪＡ

Ｃ）に設置された「全国航空機クラスターネットワーク」との連携や職員・コーディ

ネーターによる中部地域内外企業等とのＢ２Ｂマッチング支援を実施し、国際競争力

のあるサプライヤー企業群を育成する。 
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・ＭＲＪ量産体制の構築に向けサプライヤー・パートナー企業の体質強化を図るため、

関係機関との支援を強化する。 

（２）国内外からの受注拡大 

・航空機産業の発展には受注の拡大が必要であり、昨年１１月に開催された「国際航空 

宇宙展２０１８東京（ＪＡ２０１８ ＴＯＫＹＯ）」や同１２月開催の「エアロマート・

ツールーズ」等での商談・面談結果を発展させ、本年６月開催の「パリ・エアショー」、

９月に名古屋で開催の「エアロマート名古屋」での成果につなげてゆく。また、その

他国内外の展示会・商談会の機会を捉え当地企業をＰＲしてゆく。さらには、近年、

伸びの著しいアジアのマーケットを重視し、「シンガポール・エアショー２０２０」（２

０２０年２月開催）に職員・コーディネーターを派遣し、受注獲得に向けた企業支援

を行う。なお、参加企業に対しては、商談事前トレーニングやコーディネーターによ

るハンズオン支援を実施する。 

・海外販路拡大には、ＭＯＵを締結しているドイツのハンブルク・アビエーション、フ 

ランス３大クラスター（ｴｱﾛｽﾍﾟｰｽﾊﾞﾚｰ、ｱｽﾃｯｸ ﾊﾟﾘ ﾚｼﾞｵﾝ、ｾｰﾌ ｸﾗｽﾀｰ）に対し、Ｂ２

Ｂイベントの組成等ＭＯＵを最大限に活用した支援を実施する。      

 ・航空機製造産業周辺のアメニティー、サービス関連のアビエーション全般の展示会の

検討を行う。  

（３）人材力の強化 

・「航空機製造技能者育成講座（構造組立初級）」も４年目を迎え、ＭＲＪの量産対応に 

向けて引き続き国及び自治体等と連携し、各種施策を活用して継続的に実施する。（愛 

知県は「ポリテクセンター中部」、岐阜県は「ＶＲテクノセンター」において実施。） 

・名古屋大学の「航空機開発グローバルプロジェクトリーダー養成講座」や中部大学宇

宙航空理工学科（平成３０年度新設）と連携し、生産技術、生産管理に関する技能を

習得した人材の育成を行う。 

・中日本航空専門学校や国立高等専門学校、さらには工業高校で学ぶ学生向けの技能習

得及び人材育成の取組みを実施する。 

・航空機開発に携わる若手技術者を対象とした、航空機の設計・試験評価に関する人材

養成講座を開催する。 

・次世代を担う子供たちが、空へのあこがれや夢をもって航空宇宙産業に飛び込み、  

 羽ばたけるような取組みを実施する。  

（４）産学官連携の強化 及び新技術・新分野への挑戦 

・戦略特区域内の産学官金、関係機関の連携を促進し、大学間（名古屋大、岐阜大、三

重大、名工大、中部大、信州大）、試験研究機関の包括的・総合的協力でさまざまな課

題に取組む体制を構築する。 

・行政枠・県境を越えた施策展開、企業支援を行う。 

・新技術・新分野（電動航空機、空飛ぶクルマ、宇宙ビジネス）への挑戦を後押しし、

次の世代の航空宇宙産業の強化に向けた取組みを実施する。  

（５）その他 

上記重点項目と共に、“魅力ある”、“頼りにされる”Ｃ－ＡＳＴＥＣを目指し、運営基

盤を安定させる事業活動を展開する。 

① 関係機関との連携・協力のもと、セミナー、講演会を開催し、情報交換・相互交流等 

会員の期待に応えた事業活動を展開する。 

② 地域未来投資促進法に基づく地域未来牽引企業として、承認された連携支援計画に基

づき産学官金が有する機能やリソースをフル活用させ、国内外からの受注拡大、サプラ

イチェーン強化、人材力の強化を実施する。 

③ 技術動向等の情報提供及び機体・装備品メーカー等のニーズ提供など宇宙分野を含め 

幅広く情報の収集及び提供に努め、普及啓発を実施する。 
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④ 「中部航空宇宙産業支援プラットフォーム」（地銀９行が構成機関で弊所が代表機関） 

を活用して、「中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業（ミラサポ）」により中 

小企業に専門家を派遣し、技術相談及び新規参入支援等を行う。 

⑤ ものづくりの集積の高い中部地域の特長を生かし、航空宇宙産業と他産業との融合化

のための支援を実施する。 

⑥ 大学等教育機関や各種団体など関係機関が実施するセミナー、商談会・展示会等への

参加に向けた相談や講演会等への講師派遣などに積極的に対応する。 

⑦ 認証取得支援については、２０１５年度からソフトウェア開発のＤＯ－１７８Ｃ始め 

ＤＯ－２５４等研究会が開催され技術解説書を取りまとめており、今後もＮａｄｃａｐ

を含め引き続き認証取得支援活動を実施する。 

⑧ 連携する関係機関からの航空宇宙関係の有益な情報をホームページの掲載やメール

マガジンの配信によりタイムリーかつ積極的に発信する。 

⑨ 損害保険の代理店業務を通じて、航空機製造物賠償責任の重要性を説明するとともに 

航空ＰＬ保険等サプライヤー向け損害保険の普及を図る。 

 

３．定量的な指標を定め目標達成を目指す 

（１）重点項目については、項目ごとに定量的な数値目標を定め目標達成を目指す。 

 ①サプライチェーンの強化 

  ・連携支援計画に基づく支援（目標年次まで）      （支援目標１０件） 

  ・Ｂ２Ｂマッチング支援                （支援目標１０件）  

②内外からの受注拡大 

 ・パリ・エアショー：コーディネーター1 名派遣          （商談等支援 ５件） 

  ・エアロマート名古屋：職員・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ６名派遣       （商談等支援３０件） 

  ・シンガポール・エアショー：職員・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ２名派遣  （商談等支援１０件） 

  ・その他（商談能力向上、知財保全等ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ）       （商談等支援１０件）  

  ・海外クラスターとの会合・交流            （ミーティング３件） 

 ③人材力の強化、産学官の連携 

  ・構造組立初級講座（定員２０名×６回）         （受講目標１２０名）  

    ・大学等との連携講座                   （受講目標２０名） 

  ・高校・専門学校等への教育支援            （支援目標５件） 

  ・設計・試験評価講座                 （受講目標１０名） 

（２）会員サービス、拡大 

 ・企業訪問（技術支援、課題解決支援等）         （支援目標３０件） 

 ・新規加入                      （獲得目標１０件） 

（３）その他 

  ・セミナー、講演会の主催・共催            （開催目標１０件） 

 ・ミラサポによる企業支援                （支援目標２０件） 

・ホームページ及びメールマガジンによる情報発信    （提供件数１００件）   

 


